




















































































































































































































































































































































部門 生産部門 マーケテイング部門I マーケティング部門n マーケテイング部門皿
（コスト・ （プロフイツト・ （プロフイツト・ （プロフイット・
センター） センター） センター） センター）
立地 イスラエル イスラエル アメリカ イスフエル・アメリカ以
特性 4工場1，200種の製晶L 30種の製晶一 特注晶主体少量販売 大量販売 きわめて少量
責任 生産効率 販売，セールス・ミックス，
品　　質 価格設定，顧客関係の意思決定
原価低減
キャパシテイ
業績 費用予算 売　　　　上
評価 その他
咄所：K邊plan，We1sHndDesh巴h，＾Tr邊nsferPrici㎎wlth　ABC＾，脇畑解榊泌ん舳棚加風M町，ユ997，
　　pp七20由21より作成］
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二に固定費および業務の効率性の改善に関するコントロールやモチベーション
が働かない，第三に製品原価が他社よりも高い場合に，マーケテイング部門が
他社から購入しようとする決定を導かないといった理由によって却下された
［Kap1an，Weiss　and　Desheh，1997，p．21］。丁社は，管理者の各階層から国際
振替価格のシステムに求めるものを集めた結果，上級管理者，各部門マネ
ジャーおよび財務スタッフより以下に掲げられた点が指摘された［Kaplan，
Weiss　and　Desheh，1997，pp．2ユー22］。
　　上級管理者
　　・長期の利益最大化を促すようにマーケティング部門が意思決定を行うよ
　　　うにする
　　・短期的意思決定に関する原価と長期的意思決定に関する原価の区別がで
　　　きる
　　・マーケテイング部門においては製品ミックス，新製晶の導入，製品の削
　　　除，価格設定に，生産部門においては在庫レベル，バッチサイズ，工程
　　　の改善，キャパシティの管理，アウトソーシングの決定に関する意思決
　　　定を援助できるようにする
　　部門マネジャー
　　・各部門の財務業績を公平に報告する
　　・権限の範囲内で意思決定を行うことによって部門利益に影響を及ぼすこ
　　　とができる
　　・マーケティング部門マネジャーの意思決定は売上および製造部門におけ
　　　る関連費用の両方に影響を与えることができる
　　・システムにより部門マネジャーは振替価格計算の方法を認知し，業績の
　　　最大化をはかるようにできる
　　財務スタッフ
　　・振替価格および財務報告が信頼できるものであり，意思決定に有用であ
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　　　る
　　・明確で，説明や利用が容易である
　　・生産部門からマーケティング部門への原価の内部移転に使用される
議論の結果，伝統的振替価格の決定方法はいずれも却下された。丁社の生産
する製品については，比較可能な市場価格を見出すことが困難であったし，伝
統的な原価計算による全都原価は，表ユにあるような大量生産晶から少量生産
品までの製品のラインナッブに対応した正確な原価を計算することができない。
さらに，限界費用などでの計算は，先に示したとおり，正しい意思決定を導か
ない。Kaplanらは，これに対する方策としてABCを使用することを提案し
たのである。
2．ABC振替価格モデル
　ABC振替価格モデルでは，ABCにおいて認識されている製品単位レベルの
原価，バッチレベルの原価，製晶支援の原価，工場支援の原価を区分してお
り㈹，具体的には以下の内容を含んでいる［Kaplan，Weiss　and　Desheh，1997，
P．24］。
　製品単位レベル：錠剤，カプセルおよびアンプルといった個々の製晶単位を
　　　　　　　　　製造することに関連する直接的なすべての支出
　バッチレベル　：生産バッチあるいはパッケージのバッチに使用される資源
　　　　　　　　　の費用
　製晶支援　　　：製品登録，生産工程の変更，バッケージデザイン費、
　工場支援　　　：滅価償却費，安全検査費，保険料など
　国際振替価格は，次の2段階によって計算された［Kap1an，Weiss　and　De・
sheh，1997，pp．24－25］。第！段階は，製晶単位レベルおよびバッチレベルの
コストの各製晶に対する割当である。いずれも，マーケテイング部門に振り替
えられる製品について，製品単位レベルのコストについては，製晶について直
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接割当を行うことは明らかであり，また，バッチレベルのコストについては，
製品のバッチ数に基づいて配賦されることになる。これによって，標準的製品
1単位（たとえば鎮痛薬20錠入り）以外の小ロット製品（4錠入り）のコスト
は，バッチレベルのコストについてきわめて多額が配賦されることが分かり，
マーケテイング部門が標準晶を販売しようとしたり特注品を減らそうとするイ
ンセンテイブを与えるようになる。
　第2段階は，製品支援および工場支援コストの配賦である。これに関しては，
予算情報を基準として，年問べ一スで配賦されることになった。丁社において
は，製晶支援コストについての問題はなかった。というのも，複数のマーケ
ティング部門で販売されている製晶がなかったため，ほとんど直課の形になっ
たからである。一方，工場支援コストは，4工場の予定キャバシティを使用し
てマーケテイング部門に課される振替価格に加算されている。現存のラインに
おいて生産されている製品の需要が減少したり新ラインの立ち上げ時に生ずる
ラインの未使用によって未使用のキャパシティが生ずる。これについては，い
ずれも製造部門ではなくマーケティング部門に責任を持たすために，未使用の
製造キャパシティを維持する費用について，当該製品に関するマーケティング
部門に一括して配賦をしている。
3．ABC振替価格の利点
　以上のように，丁社ではマーケティング部門が，生産部門に製品の生産を依
頼する場合，それが，4つのレベルでいかなるコストを生み，そして，いかな
る振替価格に反映されてくるかといった情報を得ることができるようになった。
また，未使用のキャパシティに関わるコストも一括して配賦されるため，ここ
からも，様々な意思決定をすることが可能になった。すなわち，マーケテイン
グ部門のマネジャーは，製品支援コストや工場支援コストを区別して理解し，
これに関する情報を得ることによって，製品の種類や複雑性を増加させるよう
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な意思決定を生産部門に依頼する場合には，これによって生ずる追加的な費用
を認識できるようになり，また，設備に関する未使用のキャパシティの費用は
責任マーケティング部門に割り当てられるために，価格設定，製品ミックスお
よび製品導入について意思決定を行う際，キャパシティの有効利用をも考慮す
ることになった［Kaplan，Weiss　an昼Desheh，1997，p．25ユ。
　この未使用のキャパシティに関連した情報は，新しいキャパシティヘの投資
を行う際にも宥効に使用されうる正Kapla皿，Weiss　and　Desheh，1997，p．26］。
たとえば，新しいラインを増設するとき，当該新ラインが複数の製品を生産す
る場合，段取りについての手閻を減少させられるならばバッチ・レベルのコス
トを減少させることが可能になる。さらに，より大きな効果は，生産部門だけ
ではなく，マーケティング部門のマネジャーを巻き込んだ原価管理活動を行わ
せることにあった。それは，原料費をより安価に提供するサプライヤーを探し
たり，あるいは，外部のサプライヤーとコストを比較することでアウトソーシ
ングの可能性をも探ることになる。
　K日p1anらの議論は，主に内部管理のための意思決定に使用されることを目
的として展開されてきている。しかし，移転価格税制については，事前承認制
度（APA）の適用を受けるにせよ，これを避けるにせよ（7），いずれにしても租
税当局にその原価構造および利益の範囲を提示しなければならない。この場合，
利益を適正な範囲に収めなければならないという点については如何ともし難い
が，少なくとも，次の2点でABCによる原価情報は国際振替価格に対して有
用となるはずである。
①アームス・レングス価格を決定する際，戦略的製晶に関する正しい原価情報
を提供することによσて，租税当局に企業が獲得しうる正しい利益の提示をす
ることが可能になる。
②製品の製造および販売に関する適正な原価を計算するとともに，そのドライ
バーが明示されるため，原価管理の新たな可能性を発見するとともに，価値連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ07
　108　　　　　　　　　　　早稲田商学第377号
鎖を明らかにすることで製造あるいは販充といった機能を超えた原価管理が可
能になる。
　①は移転価格税制に対する役立ちである。第2節では各種の国際振替価格の
設定方法を列挙したが，そこでは具体的な原価計算の方法にまでは立ち入って
いない。租税当局の関心は，適正な利益にあるが，しかし，利益はすでに指摘
したように収益と費用の差額であり，収益たる充上は市場で決定される独立変
数であるから，費用について焦点が当てられるべきである。ところが，企業の
生産する製品についての利益率は（換言すれば原価率は）同一ではない。グロー
バル標準品と地域限定品あるいは丁社の例にあったような数量によるパッケー
ジの相違などによって，とりわけバッチ・レベルコストや製品支援コストにつ
いての負担は大きく異なる。このような状況を明確に原価惰報に表すことの可
能なABCによって，戦略的な意味を当局に理解させることが可能になる。
　②は経営管理に対する役立ちである。その内容は既述のとおりであるが，あ
る意味では多国籍企業の中における価値連鎖の再構築を可能にさせる情報が
ABCによって獲得できるといってもよい。製造と販売・マーケティング，あ
るいは企画・開発などが地理的に離れた場所で行われていても，これらを最適
に結びつけるように活動の違鎖を組むことが求められる。この場合，最適性を
求める基準にはスピード，品質および原価等が考えられるが，ABCはマーケ
ティング部門によって得られた注文晶を生産することが，どれだけの原価を生
むのか，その緒果，収益性はどのように変化するのかという情報を作成するこ
とが可能になり，これが製品ミックス決定等のためにきわめて重要な情報とな
りう私さらに，このような情報は，未使用のキャパシティ情報も含めて外部
のソースと比較されることにより生産部門にもコストを削滅させようとするイ
ンセンティブを生む。さらに，本稿では詳述しなかったが，マーケティング部
門におけるマーケテイング・コストに対してもABCを適用することによって，
原価管理を行う契機となる。しかし，より重要なのはやはり生産部門とマーケ
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ティング部門が組織の壁をこえた相互作用を行うことによって原価管理あるい
は収益性の向上と考える機会を提供するという点にあろう。
　このようなシステムを構築するためには，ABCのためのデータベースを共
有するのみならず，ABCシステムと移転価格算定のためのシステムあるいは
戦略的な国際事業における意思決定の3つが有機的に結合されていなければな
らない。すなわち，図1の全ての環境要因を内包したシステムの構築が求めら
れる。その意味では，Kap1anとCooperのいう全ての会計情報をひとつの
データベースから獲得できる第4段階のシステム［Kaplan　and　Cooper，1997］
を保有することが求められるようになるのであろう。
注川Ta㎎［1979．1992］は，国際振替価格の目的に関する異時点での調査を行っており，その結
　　果から，業績評価目的の重要僅低下が読みとれる。
　（2〕国際振替価格研究の変遷は，清永［！997a］に詳しい。また，岩淵［1995，p．36］は，国際振
　　替価格は「国際経営法務の問題であって，今日ではこの問題のみで国際化企業のマネジメントコ
　　ントロールが議論できるわけではない」と述べている。
　13〕米国および0ECDの移転価格税制に関する経緯については，［小畠・清水，1996］に詳細が記
　　されている。
　14〕JohnsonとKaplanの記述による口ohnson　and　Kap1加．1988］。
　15）ABCの具体的な計算例は清氷工1997b］を参照されたい。
　（6〕製品単位レベルの原価は，製品あるいはサービスに関する個々の1単位を生産するために必要
　　な活動によって消費される資源のコストをいい。バッチレベルの原価は、製晶幸るいはサーピス
　　の一群に関遵のある活動によって潴費される資源のコスト，製品支援コストは，特定の製品ある
　　いはサーピスの支援を引き受ける活動によって消費される資源のコスト，および工場支援コスト
　　は，特定の製品あるいはサーピスに跡づけることはできない択組織全体の支援を行うための活
　　動によって消費される資源のコストであると定義づけられている［Homgren．Foster　and　Datar，
　　1997－pP．15ト152〕。
　17〕新聞報道によればキャノンはAPAによるマーケテイング戦略におみる足かせをきらって自
　　社ルールを作成し，当局に理解を求めているとしており，この点については，1991年にAPAの
　　串請・承認を受けた松下や96年に申請・承認を得たコマツとは異なる［日経産業新聞，ユ997隼，
　　1月7日・8日・9日コ鉋
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